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特別徴収のしおり
従業員が退職等で異動した場合の手続きについて	

　　　 異動事由 
  　　          時期手続等　　　　　

退職・休職など 転勤
（転職含む）６月１日～ 12月 31日の異動 １月１日～４月 30日の異動（※）

異動届出書
の提出

P. ３の５参照

異動した月の翌月 10日まで

※異動届出書の提出時期が遅れると、トラブルとなる可能性もあります。
従業員の異動後は速やかに、異動届出書をご提出ください。

　転勤先の給与事務担当者に連絡の
うえ、「新しい勤務先」欄に転勤先
を記入してください。

異動翌月以降
の月割額の
天引き方法

退職者からの申出がない場合天引き不要
（普通徴収に切り替え）

退職時に一括徴収
　給与又は退職手当等から、翌月以降の月
割額を一括で天引きして納入してください。

転勤先にて特別徴収を継続
　転勤先で、引き続き天引きをして
いただきます。

　従業員の申出があれば、一括徴収
（翌月以降の月割額を一括で給与天
引きして納入）にしてください。

　退職後、支払予定の給与及び退職手当等の合計
額を超える残税額がある場合、又は死亡の場合に
限り、普通徴収（個人納付）への切り替えとなります。

　転勤先の給与事務担当者に、必ず
「月割額」及び「徴収開始月」等を
連絡してください。

退職手当等に
対する税額

退職手当等の支払いの際に天引きして、退職した年の１月１日現在に従業員が居住する市区町村に納入
（天引きした翌月 10日まで）　　※ P. ４の９参照

　※５月１日～５月 31日の間に異動された場合も異動届出書の提出が必要となります。	
　※異動届出書については、税額が 0円の人の場合も必ず提出をお願いいたします。
　※国外転出者の退職者（外国籍の方を含む）については、一括徴収での納入をお願いいたします。
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は　じ　め　に

　　市民税・県民税・森林環境税の特別徴収事務につきましては、平素よりご協力をいただき、厚くお礼
申し上げます。
　�　このたび令和６年度の特別徴収事務をお願いするにあたり、この「しおり」をお読みいただき、なお
一層のご協力をお願いいたします。

○市民税・県民税・森林環境税の特別徴収について
１．送付した書類について
　 　
（1） 特別徴収税額の決定・変更通知書

（特別徴収義務者用）
…………… 貴事務所の月割額と納税義務者全員の税額を記載しています。

貴事務所で保管していただき、徴収元帳としてご使用ください。

（2） 特別徴収税額の決定・変更通知書
（納税義務者用）

…………… 納税義務者に特別徴収税額を通知するためのものです。
個人ごとに切り離して５月 31 日までに納税義務者本人に交付してください。

（3） 納入書 …………… 徴収された特別徴収税額を納入する際にご使用ください。

２．月割額の徴収方法

　　（1）�　同封の「市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）」に、各納税義務者の月割額が
記載してあります。６月分の月割額を６月中に支払われる給料（６月分の給料という意味ではありません。）から徴収してくだ
さい。７月以降の月割額は７月から翌年５月まで、それぞれ各月に支払われる給料から徴収してください。

　　（2）�　同封の「市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）」の月割額と各納税義務者の給
料から徴収した月割額の合計額を毎月照合して、納入してください。

　　　　  なお、照合の結果、一致しないときはその原因を調べ、その結果に基づいて異動届出書を提出する等の処理を行ってください。

　　　※　令和６年度は定額減税により、納税義務者によって徴収月が異なります。
　　　　　そのため、納税義務者から市民税・県民税・森林環境税を徴収する際には、徴収金額をよくご確認いただき、納入してください。
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３．月割額の納入方法と納入場所

　（1）　各月の月割額は、翌月 10 日（納期限）までに別冊の「納入書」により、次の金融機関等に納入してください。
　　※　�10 日が土・日・祝日の場合は翌営業日が納期限となります。詳細は P. ５の「給与所得に係る市民税・県民税・森林環境税特別

徴収税額の納期限について」をご覧ください。

　　　金  融  機  関  等

　　　◆　次の金融機関の全国店舗
　　　　　中国銀行		  広島銀行	 　　ひろしま農業協同組合	 しまなみ信用金庫	 もみじ銀行
　　　　　呉信用金庫		  中国労働金庫	 　　広島県信用組合		  両備信用組合		  広島信用金庫

　　　◆　中国５県のゆうちょ銀行・郵便局
	
　　※　金融機関の名称は令和６年 4月 1日現在のものです。
　　　　その後名称等に変更がある場合は読み替えてください。

　　○　�中国５県外のゆうちょ銀行又は郵便局から納入される場合は、この「特別徴収のしおり」にある「指定通知書」に払い込みを
するゆうちょ銀行又は郵便局名を記入して、最初に納入されるときにゆうちょ銀行又は郵便局に提出してください。

　（2）�　納入金額に変更がある場合は、当初通知した金額を二本線で抹消し、納入金額欄の「給与分」のところに納入する金額を記入し
てください。書き損じられた場合は、納入書のつづりの最後にある予備の納入書を使用してください。

　　　　　　（P. ６に記入例があります。）

４．納期限を過ぎて納める場合
　　�　納期限までに税金を完納しなかったときは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ年 14.6％（納期限の翌日から１月を経
過する日までの期間については、年 7.3％）の割合（租税特別措置法第 93 条第２項に規定する平均貸付割合に年１％の割合を加算
した割合〔以下「延滞金特例基準割合」という。〕が年 7.3％の割合に満たない場合には、その年中においては、年 14.6％の割合にあっ
てはその年における延滞金特例基準割合に年 7.3％の割合を加算した割合とし、年 7.3％の割合にあっては当該延滞金特例基準割合
に年１％の割合を加算した割合〔当該加算した割合が年 7.3％の割合を超える場合には、年 7.3％の割合〕）を乗じて計算した額の延
滞金を加算して納付しなければなりません。

　　　なお、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに税金、滞納金を完納しない場合は滞納処分を受けることになります。
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５．納税義務者の異動（退職・転勤・休職等）について

　　（1）�　納税義務者が退職、転勤、休職等により給与の支払いを受けなくなったときは、翌月以降の月割額を徴収しないことになりま
すので、「特別徴収に係る給与所得者異動届出書」に必要事項を記入して、異動のあった月の翌月 10 日までに提出してください。

（P. ９に記入例があります。）

　　　　※　�６月１日から 12 月 31 日までの異動の場合は、納税義務者から申出があれば未徴収税額を一括徴収して、徴収した月の翌
月 10 日までに納入してください。 
翌年１月１日から４月 30 日までの異動の場合（死亡の場合等は除く）には、納税義務者から申出がなくても、未徴収税額
を退職時の給料または退職金より一括徴収してください。（P. １0 に記入例があります。）

　　（2）�　転勤した納税義務者が転勤先で特別徴収の継続を希望されるときは、転勤先の給与事務担当者と連絡のうえ、「特別徴収に係
る給与所得者異動届出書」に必要事項を記入して提出してください。（P. １1 に記入例があります。）

　　（3）�　普通徴収の納税義務者を特別徴収による納入に変更するときは、「特別徴収に係る給与所得者新規申出書」に必要事項を記入
して提出してください。（P. １2 に記入例があります。）

　　（4）�　この提出が遅れますと、退職や転勤した人の税額まで特別徴収義務者の滞納額となったり、事務処理が遅れるため、納税義務
者が一度に多額の市民税・県民税・森林環境税を納めることになりますので、期限までに必ず提出してください。

　　　　（注）　�　給料から特別徴収の方法で徴収できなくなった税額は、直接納税義務者あてに納税通知書をお送りして納めていただ
くことになります。…………　普通徴収

　　（5）�　外国人の方が帰国されることにより退職された場合の市民税・県民税・森林環境税の未徴収税額は、一括徴収により納入してい
ただきますようお願いいたします。

６．給与所得以外の所得がある場合

　　�　納税義務者に給与所得以外の所得があるときは、納税義務者から提出された申告書に給与所得以外の所得を普通徴収によって納
付したい旨の記載がある場合を除いて、原則として給与所得と合算して特別徴収していただくことになっています。ただし、65 歳
以上で公的年金等を受給されている方は、公的年金等所得に係る市民税・県民税・森林環境税を、給与所得に係る市民税・県民税・
森林環境税と合算して給与から特別徴収することはできません。また、64 歳以下で公的年金等を受給されている方は、従来のよう
に公的年金等所得に係る市民税・県民税・森林環境税も給与所得に係る市民税・県民税・森林環境税と合算し、給与からの特別徴
収により納入していただくことになります。
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７．特別徴収税額の変更について
　　�　特別徴収税額が変更になったときは、「市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の決定・変更通知書」を送付します。新しい納

入書は送付しませんので変更となった月の納入書の金額を手書で修正して使用してください。（P. ６に記入例があります。）
　　　①　特別徴収義務者用　………　貴事業所の変更後の月割額と変更があった納税義務者の変更後の税額を記載しています。
　　　②　納税義務者用　……………　変更後の明細を記載しています。納税義務者本人に交付してください。

８．特別徴収義務者の異動について
　　�　特別徴収義務者の所在地・名称等に異動がありましたら、「特別徴収義務者所在地・名称等変更届出書」に必要事項を記入のうえ
提出してください。

９．退職所得に対する市民税・県民税の徴収及び納入について
　　�　退職所得（退職手当等）にかかる市民税・県民税については、退職手当等の支払者がその支払を行うときに税額を計算して支払
金額から特別徴収し、翌月 10 日までに、退職者が退職した年の 1月 1日現在居住していた市区町村へ納入してください。

　（1）税額の計算

　　　｛（退職手当等の収入金額）−（退職所得控除額）｝×１／２ ＝ Ａ（1,000 円未満の端数は切り捨て）
　　　Ａ × 税率６％ ＝ 市民税額（100 円未満の端数は切り捨て）
　　　Ａ × 税率４％ ＝ 県民税額（100 円未満の端数は切り捨て）

　　　（注１）退職手当等が「特定役員退職手当等」に該当する場合
退職手当等の額から退職所得控除額を差し引いた額が退職所得の金額になります。（上記計算式の１／２の適用はありま
せん。）

　※特定役員退職手当等とは、役員等勤続年数が 5年以下である者が支払を受ける退職手当等のうち、
　　その役員等勤続年数に対応する退職手当等として支払を受けるもの。
　※特定役員等とは、（1）法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事等で法人の経営に従事している一定の者。
　　（2）国会議員及び地方公共団体の議会の議員 （3）国家公務員及び地方公務員。

　　　（注２）���退職手当等が「短期退職手当等」に該当する場合（令和４年分以後から適用）
�退職手当等の額から退職所得控除額を差し引いた額のうち 300 万円を超える部分については、上記計算式の１／２の適用
はありません。

　※�短期退職手当等とは、短期勤続年数に対応する退職手当等として支払を受けるものであって、特定役員退職手当等に
該当しないもの。

　※��短期勤続年数とは、役員等以外の者として勤務した期間により計算した勤続年数が 5年以下である者
　　ただし、特定役員等として勤務した期間がある場合は、その期間を含めて計算します。
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　　（2）　退職所得控除の計算
　　　　　次の表により計算してください。

勤  続  年  数 退　職　所　得　控　除　額
20 年以下の場合　 40 万円×勤続年数　  （80 万円未満のときは 80 万円）
20 年を超える場合 800 万円＋ 70 万円×（勤続年数− 20 年）　　　　　　

　　・勤続年数に１年未満の端数があるときは、これを切り上げて計算します。
　　・障害退職の場合には、通常の退職所得控除に 100 万円が加算されます。

　　※　死亡により退職した人に支払う退職手当等で、その人の相続人等に支払われることになったものは課税されません。
　　※　納入にあたっては、次の点にご注意ください。
　　　　　①�表面の納入金額に「給与分」の月割額と「退職所得分」金額欄を記入し、「給与分」と「退職所得分」を合わせた額を「合計額」

の欄に記入してください。
　　　　　②裏面の「退職手当等に係る市民税県民税納入申告書」に必要事項を記入のうえ納入してください。
　　　　　　（P. ６・7の記入例をご覧ください。）

○給与所得に係る市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の納期限について
　　・�給与所得に係る市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の納期限及び口座振替で納入されている場合の振替日は次の表のとお

りです。
　　※納期限及び口座振替日は、毎月 10 日となります。ただし 10 日が土・日・祝日の場合は翌営業日となります。
　　　　　令和６年度

納入月 納期限及び振替日 納入月 納期限及び振替日
6月分 令和６年７月 10 日（水） 12月分 令和７年１月 10 日（金）
7月分 令和６年８月 13 日（火） １月分 令和７年２月 10 日（月）
8月分 令和６年９月 10日（火） ２月分 令和７年３月 10 日（月）
9月分 令和６年10月10日（木） ３月分 令和７年４月 10 日（木）
10月分 令和６年11月11 日（月） ４月分 令和７年 5月 12 日（月）
11月分 令和６年12月10日（火） ５月分 令和７年 6月 10 日（火）

　　※市民税・県民税・森林環境税の普通徴収や、他の市税（国民健康保険税や固定資産税
　　　など）の納期限・口座振替日は上記の表とは異なります。
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市税の納入は便利な
口座振替で！！



納入書の記入例 退職者の一括徴収分（残税額 64,100 円）があるため、給与分の納入金額が 70,800 円から 134,900 円
に変更となり、さらに、退職金にかかる住民税の納入金額が 75,000 円ある場合の記入例

納入金額（1）は当初に通知した金額です。納入
金額が変更になる場合は　　　で抹消し、納入
金額（2）の「給与分」の欄に記入してください。（一
括徴収分は給与分に含めて記入してください。）

退職所得に対する住民税の特別徴収税額
を記入してください。この場合、裏面の
納入申告書にも必ず記入してください。
記入例は次ページにあります。

給与分と退職所得分と延滞金の合計額
を記入してください。

※　予備の納入書（納入書のつづりの最後にあります）を使用されるときは、何月分かを必ず記入してください。

70,800 70,800 70,800

1 3 4 9 0 0 1 3 4 9 0 0 1 3 4 9 0 0

7 5 0 0 0 7 5 0 0 0 7 5 0 0 0

2 0 9 9 0 0 2 0 9 9 0 0 2 0 9 9 0 0

納入書
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〔ご注意〕
  個人事業主の場合
　P. ８の「退職手当等に係る市民税県民税納入申告書」を使用し、市民税課へ提出して下さい。
（同封の納入書（表面）は、通常の給与分と退職分の税額を納入していただく際に金融機関に提出して下さい。その際、裏面の「退職
手当等に係る納入申告書」は空白で提出して下さい。）

  法人事業主の場合
　同封の納入書の裏面の注意書きを読み、申告書を使用してください。

退職手当等に係る市民税県民税納入申告書
　※　納入書の裏面が退職手当等に係る市民税県民税納入申告書となっています。

お手数ながらご記入願います。

退職した日の
属する１月１
日現在の住所

氏     名

勤続年数 年

支 払 額 円

特      別
徴収税額

市民税 円

県民税 円

退職した日の
属する１月１
日現在の住所

氏     名

勤続年数 年

支 払 額 円

特      別
徴収税額

市民税 円

県民税 円

（三原市保管）

退職手当等に係る  　　　 納入申告書 　　        　年　   　    月 　        日 提出

　 三  原  市  長     様 　　  　　 年   　  月分 人員 　  人

退　職　手　当　等　支　払　額

特 別 徴 収
税 　 　 額

市　　民　　税

県　　民　　税
　地方税法第 50 条の 5及び第 328 条の 5第 2項の規定により上記の
とおり分離課税に係る所得割の納入について申告します。

市 民 税
県 民 税

十 　 億 　 千 　 百 　 十 　 万 　 千 　 百 　 十 　 円

（記入例）

○　退職所得　20,000,000 円
○　勤続年数　35 年
○　退職所得控除額の計算
           800 万円＋ 70 万円× （35 年− 20 年） ＝ 1,850 万円
○　税額の計算（詳しい計算方法はP.４に記載してあります）
　　（2,000 万円 − 1,850 万円） × 1/ 2 ＝ 75 万円
　   市民税額  75 万円 × ６％ ＝ 45,000 円
　   県民税額  75 万円 × ４％ ＝ 30,000 円

市民税・県民税の合計額を納入書の表の納入金額（2）「退職
所得分」の欄に記入してください。

　新たに口座振替での納入を開始した事業所について、退職手当
等に係る市民税・県民税を納入をされる場合、納入書に既に記載
されている給与分の金額を二重で納入をされないようにご注意く
ださい。
　納入書の訂正については、P. ６の記入例を参考にしてください。

特
別
徴
収
義
務
者

所 在 地
又は住所

 〒 （受 付 印）

名　　称
又は氏名

個人番号
又は法人番号
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2 0 0 0 0 0 0 0
4 5 0 0 0
3 0 0 0 0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

 ８○○ 1

７２３−００１７
広島県三原市港町三丁目５番１号

○ ○ 株式会社

三原市円一町一丁目
　　　　　　３番４号

三原  四郎

３５ 　

20,000,000 　

45,000 　

30,000 　



お手数ながらご記入願います。

退職した日の
属する１月１
日現在の住所

氏     名

勤続年数 年

支 払 額 円

特      別
徴収税額

市民税 円

県民税 円

退職した日の
属する１月１
日現在の住所

氏     名

勤続年数 年

支 払 額 円

特      別
徴収税額

市民税 円

県民税 円

（三原市保管）

納入申告書（個人事業主用）退職手当等に係る 市民税
県民税

退職手当等に係る  　　　 納入申告書 　　        　年　   　    月 　        日 提出

　 三  原  市  長     様 　　  　　 年   　  月分 人員 　  人

退　職　手　当　等　支　払　額

特 別 徴 収
税 　 　 額

市　　民　　税

県　　民　　税
　地方税法第 50 条の 5及び第 328 条の 5第 2項の規定により上記の
とおり分離課税に係る所得割の納入について申告します。

市 民 税
県 民 税

十 　 億 　 千 　 百 　 十 　 万 　 千 　 百 　 十 　 円

特
別
徴
収
義
務
者

所 在 地
又は住所

 〒 （受 付 印）

名　　称
又は氏名

個人番号
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異動届出書記入例（退職、未徴収税額を納税義務者が納付する場合）

（ア）税額通知書に記載してある税額を記入してください。
（イ）給与から天引きした月及び税額を記入してください。
（ウ）�給与から天引きできなくなった月及び税額を記入して

ください。
・異動年月日は転勤日・退職日を記入してください。



− 10 −

異動届出書記入例（退職、一括徴収の場合）

★退職時の一括徴収について
・１月１日から４月30日までの退職者については
本人の希望に関係なく一括徴収して納入すること
が義務付けられています。ただし、（ア）（イ）の
場合を除きます。
（ア）退職者に対して５月31日までに支払われる
給与又は退職手当が未徴収税額未満の場合
（イ）死亡による退職の場合

（ア）税額通知書に記載してある税額を記入してください。
（イ）給与から天引きした月及び税額を記入してください。
（ウ）�給与から天引きできなくなった月及び税額を記入して

ください。
・異動年月日は転勤日・退職日を記入してください。

・一括徴収の対象となる税額を記入してください。
・納入書の使用月を記入してください。
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異動届出書記入例（退職、転勤の場合）

（ア）税額通知書に記載してある税額を記入してください。
（イ）給与から天引きした月及び税額を記入してください。
（ウ）�給与から天引きできなくなった月及び税額を記入して

ください。
・異動年月日は転勤日・退職日を記入してください。

必ず新しい勤務先へ連絡を済ませた
後で提出してください。



　二重納付を防ぐため、納付税額を本人に確認してか
ら書いてください。切り替えができるものは、次の
１期から４期までの普通徴収分に限ります。

　１期　 令和６年　 ６月末日
　２期　 令和６年　 ８月末日
　３期　 令和６年　10月末日
　４期　 令和７年　 １月末日
※末日が土・日・祝日の場合は翌営業日となります。

特別徴収新規事業所のみ、新しい納入書を送付しています。
継続して特別徴収を行っている事業所は、納入書を訂正して
ご利用ください。（納入書の訂正についてはP.６の記入例を参考
にしてください。）

、
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新規申出書記入例（就職等により特別徴収へ変更する場合）

×

×
×

○ 普通徴収で課税されている方の市民税・県民税・森林環境税を特別徴収での納入に切り替える
　 場合、この用紙を使って届け出てください。
○ 二重納付防止のため、普通徴収での納付済額を必ずご確認ください。
○ 徴収開始月のご希望がない場合は、通知月の翌月からの徴収となります。
　 ※電算処理の日程上、翌々月からの徴収になる場合がありますので、あらかじめご了承くださ
　 い。
○ 65歳以上で公的年金等を受給されている方は、公的年金等所得に対する普通徴収部分を給与所
　 得部分と合算して特別徴収することはできません。



指定通知書について

　中国５県外のゆうちょ銀行又は郵便局から
納入されるときは、右の「指定通知書」に利
用されるゆうちょ銀行又は郵便局名を記入し
て、最初に納入されるときにゆうちょ銀行又
は郵便局に提出してください。

（株）ゆうちょ銀行　　　　　　  　  店  長　様
（　　　　　　　　　郵便局）郵  便  局  長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　三　　原　　市　　長

指　定　通　知　書

　貴店又は貴局を地方税法第 321 条の５第４項（同法第 328 条の５第３項
において、準用する場合を含む）の規定によって、当市の市民税・県民税
及び森林環境税の払込み取扱店（局）に指定しましたので通知します。

・承　認　番　号 第　３９　号

・口　座　番　号 ０１３８０−１−９６０１０６番

・加入者の名称 三 原 市 会 計 管 理 者

・取りまとめ店 （株）ゆ う ち ょ 銀 行 　
広 島 貯 金 事 務 セ ン タ ー





、

○ 普通徴収で課税されている方の市民税・県民税・森林環境税を特別徴収での納入に切り替える
　 場合、この用紙を使って届け出てください。
○ 二重納付防止のため、普通徴収での納付済額を必ずご確認ください。
○ 徴収開始月のご希望がない場合は、通知月の翌月からの徴収となります。
　 ※電算処理の日程上、翌々月からの徴収になる場合がありますので、あらかじめご了承くださ
　 い。
○ 65歳以上で公的年金等を受給されている方は、公的年金等所得に対する普通徴収部分を給与所
　 得部分と合算して特別徴収することはできません。





個人住民税の特別徴収義務者（事業者）の皆さまへ

１  個人番号の利用目的について
市区町村から特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）により通知される納税義務
者の個人番号は、特別徴収に係る事務に限り使用することができ、たとえ本人の同
意があったとしても、それ以外の事務（社会保障など）には使用することはできま
せん。
※番号法第９条第３項

（前略）法令又は条例の規定により、別表第一の上欄に掲げる行政機関、地方公共
団体、独立行政法人等その他の行政事務を処理する者又は地方公共団体の長その他
の執行機関による第一項又は前項に規定する事務の処理に関して必要とされる他人
の個人番号を記載した書面の提出その他の他人の個人番号を利用した事務を行うも
のとされた者は、当該事務を行うために必要な限度で個人番号を利用することがで
きる。当該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。
２  特別徴収義務者の個人番号の収集について
※番号法第６条
個人番号及び法人番号を利用する事業者は、基本理念にのっとり、国及び地方公共
団体が個人番号及び法人番号の利用に関し実施する施策に協力するよう努めるもの
とする。
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